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本日お話ししたいこと

1. コスト積み上げ方式で、どこまで大学の「知」の
価値を適切に反映できるのか

2. 企業と信頼関係を築くためのコミュニケーション
の在り方は

3. 間接経費のマネジメントをめぐる誤解

大学等の「知」の価値の可視化に係る課題検討 WG 第１回資料
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基盤部分

機能拡張部分

社会的インパクトを生み出す事業体と
して、規模を拡大し、生産性を上げる

＜「法定基金(仮称）」（大学独自基金制度）４つのポイント＞
1. 民間由来の資金に限定した収益を計画的に留保する
2. 留保した資金の運用益及び元本を、短期・中期・長期の視点で、大学の社会的価値を高める投資に計画的に活用する
3. 民間から大学への投資の流れを拡大するため、会計上、これらの資金を「自己資本」として整理する
4. 対象収入の組み入れ時以外は、国の判断を求める必要なく、大学の自律的な判断で機動的に行える。

東京大学は、保有する有形無形の知的アセットを価値化（収益化）し、機能拡張に向けた
資金循環サイクルを回していくことを目指しています

東京大学が目指す新しい経営サイクル
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知的アセットの正しい評価を目指す組織間連携の課題

「10年で100億円」、「10年で200億円」の総額方式で締結された包括契約の実態は、各プロジェク
ト（共同研究や社会連携講座等）ごとのコストの積み上げで構成されている

Society5.0のまちづくり
とエネルギーシステム

→ サービスや知を社会全体がどのように価

値付けするかの「原則」がない中で、コストの
積み上げによりどこまで正しい評価に近づけ
られるのか

→ 各プロジェクトの直接経費はプロジェクト

目的に、間接経費はその年の生活費（光熱
費や人件費）に費消され、再投資用の資金
が残らない（価値の成長につながらない）

空気の価値化 Beyond AIによる
エコシステム形成

食料・水・環境
グローカルビオループ創生

キーコンセプト→



コストの積み上げ方式を用いた場合の適切な契約額（研究成果の対価）の設定は？

直接コスト
プロジェクトの推進
に直接使用するコ

スト

研
究
成
果間接コスト

プロジェクトの推進に
間接的に必要なコスト
（光熱費、人件費等研
究期間中に費消する

コスト）

戦略的産学連携
コスト

現在の契約 あるべき契約

大学の産学連携契約
企業の場合

販
売
価
格

原価

販売費及び一
般管理費

営業利益

≓

MITのindirect cost
Facilities and Administrative (F&A) costs—also called indirect or overhead costs—are incurred for common or 
joint objectives. Therefore, they cannot be identified readily with a particular sponsored project. Examples 
include:Building utility or maintenance costs、Salary of a departmental administrator、Library costs

大学全体の無形の知的アセットの使用料
企業の利益のように、組織の成長（価値向上）のための再投資用に留保する資金

教員人件費相当額

大学がこれまで定
義してきた「間接
経費」とは取扱も

区別

indirect costのうち

「戦略的産学連携
コスト」を何割にす
るかは経営判断



貸借対照表 損益計算書

収益

費用

戦略的産学連携経費（法定基金組入額）

共同研究収益

法定基金（仮称）

純
資
産
に
組
入

戦略的産学連携コストの基金への組み入れ会計処理(イメージ）



（参考）コスト積み上げ方式ではない価格設定の事例

唯一無二の社会人人材育成プログラム「東京大学エグゼクティブ・マネジメント・プログラム」

https://www.emp.u-tokyo.ac.jp/index.html

開講 2008年10月より

目的 東京大学が持つ様々な分野にお
ける最先端の知識を自らのものとし、さ
らに深い智慧や教養と実際的で柔軟な
実行力を併せ持つ、高い総合能力を
持った人材を育成
期間：半期 週２日（9:00～18：15）
受講料：税込 6,285,713 円
定員：25名程度（修了生617名）

EMPの授業料は結果として

格安。修了後の教員へのア
クセス権に価値がある

修了生の声

EMPの修了生のネットワー

クは、非常に大きなポテン
シャルを持っている。

科学・歴史・哲学など、幅広
い分野の最先端の学問・研
究の一端に触れることで、
明らかに自分の視野が広
がった

東大EMPが持つ価値
≒東大そのものが持つ価値（知・人・場・ネットワーク）

社会と学問を俯瞰した視点で
学ぶことができ、学も官も民
も垣根なく共に学ぶ事ができ
るとても貴重な「場」



東京大学のコミュニケーションの全体像(対話と開示の拡大）
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個
別
テ
ー
マ

対話

財務情報 非財務情報

統合レポート
IR Cubed

UTokyo Day

東京大学基金活動報告会
投資家説明会 ホームカミングデイ

（特別フォーラム）

大
学
全
体
の
活
動報

告
書

財務・非財務情報
の両方を掲載

財務・非財務情報
の両方を掲載

産学協創・社会連携協議会

東京大学の概要（資料編）

業務の実績に関する報告書

財務諸表・
決算報告書

「東京大学FSI債」
インパクトレポート

東京大学基金活動報告書

環境報告書

国立大学法人ガバナンス・コードにか
かる適合状況等に関する報告書

事業報告書

資金運用状況

東京大学FSI債
（投資家向け情報）

（事例）2021年11月
「社会的共通資本」としての東京大学
の役割につき、Q&Aセッションで討議

企業と信頼関係を築くためのコミュニケーションの在り方

「高いレベルの無形資産を活用し、大きな市場価値の成果創出を目指すことが、『大学が
経営体を目指す』ということであると考える。」
（第1回WG 河原委員資料11頁より）

知の適切な価値化はここの説明とセット
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間接経費のマネジメントにおける「誤解」について

「ガイドラインを理解するためのFAQ
～「産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン」の実務的な活用に向けて～」より抜粋

（東京大学の研究支援経費の場合）

契約額650万円 →
研究期間 3年

直接経費 500万円
研究支援経費 150万円 → 本部 75万円
（間接経費：直接経費の30%）

部局 75万円
（部局への配分率は50%)

その他の競争的資金の間接経費と
同じお財布で管理。主に本部事業
で使用(基本使い切り）

 使途の制限等は特に設けておらず、本部も部局も自由度の高い資金として活用しているが、ほぼ光熱費や短時間雇用
の職員人件費や建物の修繕費等に使い切っている状態（本部は本部事業にも活用）

 部局では、研究期間に引っ張られ、直接経費の執行にあわせて、研究期間中は案分して繰り越し、研究期間終了時ま
でに全額使い切っている状況。FAQのような処理も可能だが、この場合、大学全体の損益計算の中に組み込まれ、大
学全体の目的積立金として、(部局独自の目的ではなく）中期計画に記載の使途に活用することとなる。（部局には目
的積立金の概念がないため、「研究期間内に使わなければならない」という誤解が生じている可能性大）

 以上の理由で、共同研究収入の獲得が多い部局は(年度途中で見込み以上に入ることも多い）、研究支援経費の規模も
必然的に大きくなるが、中長期的な計画には使用できず、短期的な目的で非効率に費消せざるを得ない。

→ 法定基金の創設により、戦略的な活用が部局においても可能に



10

まとめ

1. コスト積み上げ方式でも、大学の「知」の価値を少しでも適切に反映するた

めに、間接経費を、通常の間接経費と戦略的産学連携経費の二つに分類。

後者を、例えば、大学全体の無形の知的アセットの活用料であると定義づ

け、企業の利益のように、組織の成長のための再投資用に留保する資金

として位置づけたらどうか。

2. 社会的インパクトを生み出す事業体であることを理解いただくために、積極

的な対話と情報開示の拡大は重要。

3. 現場の部局でも間接経費を中長期的な視点で効果的に活用し、成長につ

なげるためにも、法定基金（仮称）の創設は必須。
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